
（単位　千円）

当　初　予　算　額 現　計　予　算　額 補　　正　　額 補　正　後　の　額

17,856,000 18,645,358 △ 127,944 18,517,414

7,070,650 7,251,436 700 7,252,136

622,784 636,659 △ 1,904 634,755

5,187,008 5,401,493 △ 171 5,401,322

833,387 834,287 △ 32,257 802,030

13,713,829 14,123,875 △ 33,632 14,090,243

31,569,829 32,769,233 △ 161,576 32,607,657

〔平成２７年第１回市議会定例会　補正予算説明資料〕

各     会     計     総     括     表

会　　　　　計　　　　　名

一 般 会 計

一 般 ・ 特 別 会 計 合 計

特 別 会 計 合 計

国 民 健 康 保 険

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

特

別

会

計

下 水 道 事 業

-
1
-



（単位　千円）

一般財源 特定財源 一般財源 特定財源 一般財源 特定財源

1 市 税 5,805,459 5,805,459

2 地 方 譲 与 税 127,000 127,000

3 利 子 割 交 付 金 9,000 9,000

4 配 当 割 交 付 金 14,000 14,000

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 3,000 3,000

6 地 方 消 費 税 交 付 金 590,000 590,000

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 37,000 37,000

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 18,000 18,000

10 国有提供施設等所在市町村助成交付金 55,000 3,167 58,167

11 地 方 特 例 交 付 金 17,000 17,000

12 地 方 交 付 税 3,693,512 6,661 3,700,173

13 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 7,559 7,559

14 分 担 金 及 び 負 担 金 205,060 29,643 234,703

15 使 用 料 及 び 手 数 料 31,815 443,893 31,815 443,893

16 国 庫 支 出 金 2,617,537 △ 90,278 2,527,259

17 県 支 出 金 1,072,577 △ 709 1,071,868

18 財 産 収 入 21,829 2,681 13,384 23 35,213 2,704

19 寄 附 金 1,178 28,506 6,850 1,178 35,356

20 繰 入 金 226,090 74,742 △ 154,899 △ 5,636 71,191 69,106

21 繰 越 金 853,850 853,850

22 諸 収 入 65,699 491,871 21,466 △ 1,916 87,165 489,955

23 市 債 932,700 1,198,800 44,300 932,700 1,243,100

12,509,691 6,135,667 △ 110,221 △ 17,723 12,399,470 6,117,944

一　般　会　計　補　正　予　算　歳　入　財　源　別　表

現　計　予　算　額 補　　正　　額 補　正　後　の　額
種                       別

計

-
2
-



一般会計 （単位　千円）

国県支出金 地方債 その他

継　続　費　説　明　書

事　業　名

全　　体　　計　　画

平成２６年度 147,552 15,396 132,000 156

小中一貫校施設整備事業

　房南地区小中一貫校については，平成２９年４月の使用開始に向け，
複数年度にわたって予算を執行することにより，事業を計画的に進め
る。
　〔平成２６年度事業〕
　　校舎増築工事
　〔平成２７年度事業〕
　　校舎増築工事，既存校舎改修工事，浄化槽工事 等
　〔平成２８年度事業〕
　　校舎増築工事，既存校舎改修工事，校庭整備工事，外構工事 等

事　業　内　容
年　度 年割額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源
一般財源

174,612

141,400 27,479

610,400

平成２７年度 204,451 35,572

平成２８年度 942,331 157,319

202,247計 1,294,334 208,287 883,800 0-
3
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１　追加 （単位　千円）

電算システム運用事業 - 5,498 5,498

平成２６年度の電算システム運用事業については，番号制度の対応に伴うシステム改修
委託料において，国が決定する改修の詳細設計が遅れたことにより，年度内の完了が見込
めないため，予算計上額のうち5,498千円を地方自治法第２１３条第１項の規定により，平
成２７年度に繰り越して使用する。

給与システム改修事業 - 432 432

平成２６年度の給与システム改修事業については，被用者年金一元化に係る共済費算定
基礎の標準報酬制移行に伴うシステム改修委託料において，制度改正の全体スケジュール
が遅れていること等により，年度内の完了が見込めないため，予算計上額432千円を地方自
治法第２１３条第１項の規定により，平成２７年度に繰り越して使用する。

学童クラブ運営事業 - 1,000 1,000

平成２６年度の学童クラブ運営事業については，豊房学童クラブ施設設計委託料におい
て，関係機関との調整に期間を要することにより，年度内の完了が見込めないため，予算
計上額1,000千円を地方自治法第２１３条第１項の規定により，平成２７年度に繰り越して
使用する。

一部事務組合事務 - 14,905 14,905

平成２６年度の一部事務組合事務については，三芳水道企業団が実施する配水工事及び
水道施設耐震化事業において，工事着手の遅れや工程調整に期間を要したことにより，年
度内の完了が見込めないため，三芳水道企業団出資金14,905千円を地方自治法第２１３条
第１項の規定により，平成２７年度に繰り越して使用する。

生産団体支援事業 - 29,192 29,192
平成２６年度の生産団体支援事業については，平成２６年１０月発生の台風１８号によ

る農業用施設復旧支援補助金において，県の繰越措置に合わせ，予算額29,192千円を地方
自治法第２１３条第１項の規定により，平成２７年度に繰り越して使用する。

土地改良事業 - 2,004 2,004

平成２６年度の土地改良事業における補正予算（第１０号）分については，国の第一次
補正予算に伴い実施することにより，年度内の完了が見込めないため，本補正予算計上額
2,004千円を地方自治法第２１３条第１項の規定により，平成２７年度に繰り越して使用す
る。

農林業施設整備支援事業 - 26,620 26,620

平成２６年度の農林業施設整備支援事業については，佐野川ダム農業用施設整備事業に
係る補助金において，受益者が実施する施設整備の工法選定に期間を要したことにより，
年度内の完了が見込めないため，予算計上額のうち26,620千円を地方自治法第２１３条第
１項の規定により，平成２７年度に繰り越して使用する。

繰　　越　　明　　許　　費　　説　　明　　書

事　　　　　業　　　　　名 補正後の金額(B) 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明

Ⅰ　一般会計

補正前の金額(A)
差引増減額

(B-A)

-
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事　　　　　業　　　　　名 補正後の金額(B) 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明補正前の金額(A)
差引増減額

(B-A)

都市計画道路整備事業 - 33,010 33,010

平成２６年度の都市計画道路整備事業については，用地取得及び物件補償について，地
権者との協議及び調整に期間を要したことにより，年度内の完了が見込めないため，予算
計上額のうち33,010千円を地方自治法第２１３条第１項の規定により，平成２７年度に繰
り越して使用する。

雨水排水路整備事業 - 9,773 9,773

平成２６年度の雨水排水路整備事業については，排水路工事に支障をきたす地下埋設物
の移設工事に期間を要したことにより，年度内の完了が見込めないため，予算計上額のう
ち9,773千円を地方自治法第２１３条第１項の規定により，平成２７年度に繰り越して使用
する。

小学校施設環境改善事業 - 37,886 37,886

平成２６年度の小学校施設環境改善事業については，小学校耐震改修事業における耐震
改修設計業務委託（館山小東西棟・神戸小体育館・九重小校舎及び園舎・九重小体育館）
において，耐震判定委員会による耐震判定に期間を要し，年度内の完了が見込めないた
め，予算計上額のうち37,886千円を地方自治法第２１３条第１項の規定により，平成２７
年度に繰り越して使用する。

小中一貫校施設整備事業 - 39,312 39,312
平成２６年度の小中一貫校施設整備事業については，設計業務委託において，建築確認

申請業務等に期間を要し，年度内の完了が見込めないため，予算計上額のうち39,312千円
を地方自治法第２１３条第１項の規定により，平成２７年度に繰り越して使用する。

給食センター施設整備事業 - 1,437 1,437

平成２６年度の給食センター施設整備事業については，耐震判定業務委託において，耐
震判定委員会による耐震判定に期間を要し，年度内の完了が見込めないため，予算計上額
のうち1,437千円を地方自治法第２１３条第１項の規定により，平成２７年度に繰り越して
使用する。

２　変更 （単位　千円）

こども園建設事業 12,960 0 ▲ 12,960

平成２６年度のこども園建設事業については，北条幼稚園建設事業のこども園化に伴う
予算額12,960千円を平成２７年度に繰り越して使用することとしていたが，中央保育園の
耐震診断結果を受け，北条幼稚園とのこども園化について整備計画の見直しをするため，
地方自治法第２１３条第１項の規定による繰越を行わないことによる皆減

道路新設改良事業 40,600 86,090 45,490

平成２６年度の道路新設改良事業については，国道１２７号交差点改良に伴う，市道２
１１９号線外１線道路改良工事などに係る予算額40,600千円を平成２７年度に繰り越して
使用することとしていたが，市道２１１９号線外１線道路改良工事の計画見直しによる事
業費増及び市道９０５２号線道路改良事業に係る物件補償について，所有者との協議及び
調整に期間を要したことにより，年度内の完了が見込めないため，地方自治法第２１３条
第１項の規定により，平成２７年度に繰り越して使用する金額を86,090千円に変更する。

事　　　　　業　　　　　名 補正後の金額(B) 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明補正前の金額(A)
差引増減額

(B-A)
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事　　　　　業　　　　　名 補正後の金額(B) 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明補正前の金額(A)
差引増減額

(B-A)

橋梁整備事業 87,600 107,770 20,170

平成２６年度の橋梁整備事業については，館山大橋の補修工事予算額のうち87,600千円
を平成２７年度に繰り越して使用することとしていたが，補修箇所の増加により，事業費
が増額となったため，地方自治法第２１３条第１項の規定により，平成２７年度に繰り越
して使用する金額を107,770千円に変更する。

（単位　千円）

生活習慣病予防事業 - 233 233

平成２６年度の生活習慣病予防事業については，特定保健指導委託料において，特定保
健指導対象者の指導開始時期が遅れ，年度内の完了が見込めないため，予算計上額のうち
233千円を地方自治法第２１３条第１項の規定により，平成２７年度に繰り越して使用す
る。

（単位　千円）

公共下水道整備事業 - 63,042 63,042

平成２６年度の公共下水道整備事業における枝線管渠布設工事については，関係機関等
との調整に期間を要したことにより，年度内の完了が見込めないため，予算計上額のうち
63,042千円を地方自治法第２１３条第１項の規定により，平成２７年度に繰り越して使用
する。

補正後の金額(B)

事　　　　　業　　　　　名 補正後の金額(B) 説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明補正前の金額(A)
差引増減額

(B-A)

Ⅲ　下水道事業特別会計

差引増減額
(B-A)

Ⅱ　国民健康保険特別会計

説　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　明事　　　　　業　　　　　名 補正前の金額(A)

-
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一般会計

　追加 （単位　千円）

国県支出金 地方債 その他

観光案内業務委託料 平成２７年度 5,000 5,000
　ＪＲ館山駅東口における観光案内業務について，平成２７
年度当初から実施する必要があるため，平成２６年度中に契
約手続きを行い，事務事業の円滑な実施を図る。

債　務　負　担　行　為　補　正　説　明　書

事　　　業　　　内　　　容
一般財源

事　　　　　項 期　　　間 限度額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源

-
7
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１　追加 （単位　千円）

起　債　の　目　的
補正前の限度額

(A)
補正後の限度額

(B)
差引増減額

(B-A)
説　　　　　　　　　　　　明

小 中 一 貫 校 施 設 整 備 事 業 132,000 132,000
房南地区小中一貫校施設整備事業
　国の第１次補正予算に伴う前倒し実施による増

２　変更 （単位　千円）

起　債　の　目　的
補正前の限度額

(A)
補正後の限度額

(B)
差引増減額

(B-A)
説　　　　　　　　　　　　明

幼 保 一 元 化 施 設 整 備 事 業 12,900 △ 12,900
北条幼稚園との「こども園化」について整備計画の見直しを
行うことによる減

上 水 道 出 資 債 47,300 29,500 △ 17,800

南房総広域水道企業団出資金
　水管橋耐震補強事業及び房総導水路施設緊急改築事業における
　契約額の減少に伴う出資金の減
三芳水道企業団出資金
　水道管安全対策事業の一部事業中止などに伴う出資金の減

農 業 施 設 整 備 事 業 11,700 7,300 △ 4,400

ため池等整備事業大正地区負担金〔県営事業負担金〕
　大正堰（山本地内）
　　事業費の確定に伴う減
かんがい排水事業安房中央地区負担金〔県営事業負担金〕
　安房中央ダム（南房総市川谷地内）
　　国の第１次補正予算に伴う前倒し実施による増

観 光 施 設 整 備 事 業 100,200 26,500 △ 73,700
「“渚の駅”たてやま」臨時駐車場整備事業
　地権者（千葉県）との協議結果により，用地の取得を断念したこと
　による減

道 路 橋 梁 整 備 事 業 226,500 247,600 21,100

道路新設改良事業
　市道２１１９号線外１線による増
橋梁整備事業
　館山大橋橋梁補修工事による増

変更 （単位　千円）

起　債　の　目　的
補正前の限度額

(A)
補正後の限度額

(B)
差引増減額

(B-A)
説　　　　　　　　　　　　明

下 水 道 事 業 110,700 105,200 △ 5,500 公共下水道事業整備事業に係る起債対象事業費の減

地　方　債　補　正　説　明　書
Ⅰ　一般会計

Ⅱ　下水道事業特別会計

-
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Ⅰ　一般会計

（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

地方バス路線維持費補助金

　【 地方バス路線維持事業 】

　【 企画課 】

△ 1,298 △ 1,298 　補助対象事業費確定に伴う減

　　補助対象：館山日東バス（株），ＪＲバス関東（株）
　　（補正前）　13,852千円
　　（補正後）　12,554千円

館山市社会福祉協議会補助金

　【 福祉団体補助事業 】
　【 社会福祉課 】

△ 2,884 △ 2,884 　補助対象事業（人件費相当額）の変更に伴う減

　（補正前）　16,631千円
　（補正後）　13,747千円

障害介護給付費

　【 自立支援等給付事業 】
　【 社会福祉課 】

5,300 3,975 1,325 　障害者が利用する障害介護給付費の増加に伴う増

　（補正前） 630,000千円
　（補正後） 635,300千円

国民健康保険特別会計繰出金

　【 国民健康保険
　　　　　　特別会計繰出事務 】

　【 市民課 】

17,806 2,812 14,994 　１ 職員給与費等繰出金　　　 ▲1,508千円
　　　 給与改定に伴う各種手当の増及びクレジット収納導入委託料等
　　　 の確定に伴う減
　２ 保険基盤安定繰出金　　　　 3,748千円
　　　 算出額の確定に伴う増
　３ 財政安定化支援事業繰出金　15,566千円
　　　 国民健康保険税負担能力低下分に係る算出額の確定に伴う増

臨時給付金支給事業

　【 臨時福祉給付金給付事業 】
　【 子育て世帯臨時
　　　　　　特例給付金給付事業 】
　【 社会福祉課 】

△ 54,006 △ 54,006 　臨時給付金に関する事業費の支給実績及び事務費支出見込みの減

　　臨時福祉給付金　支給者見込 9,742人（うち加算6,034人）
　　子育て世帯臨時特例給付金　支給児童数見込 4,548人
　　（補正前）239,249千円
　　（補正後）185,243千円

後期高齢者医療特別会計繰出金

　【 後期高齢者医療
　　　　　　特別会計繰出事務 】
　【 市民課 】

△ 1,904 △ 1,171 △ 733 　１ 保険基盤安定繰出金　　　 ▲1,561千円
　　　 算出額の確定に伴う減
　２ 事務費繰出金　　　　　　 ▲　343千円
　　　 給与改定に伴う各種手当の増及びクレジット収納導入委託料
　　　 の確定に伴う減

３ 民生費

２ 総務費

補　　正　　予　　算　　主　　要　　事　　業　　説　　明　　書

　※　事業名先頭の○印は平成２６年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

-
9
-



（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は平成２６年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

千葉県後期高齢者医療広域連合負担
金

　【 後期高齢者医療
　　　　　　負担金支払事務 】
　【 市民課 】

△ 1,351 △ 1,351 　共通経費に係る事務執行実績に伴う減

　　（補正前）　20,623千円
　　（補正後）　19,272千円

学童保育事業補助金

　【 子育て支援対策事業 】
　【 こども課 】

△ 3,295 △ 2,197 △ 1,098 　学童クラブの運営費減少に伴う補助交付見込額の減

　　（補正前）　10,936千円
　　（補正後）　 7,641千円

児童手当費

　【 児童手当給付事業 】
　【 こども課 】

△ 37,190 △ 31,454 △ 5,736 　支給対象児童の減少に伴う決算見込額の減

　　（補正前）627,680千円　当初見込数（延べ：57,055人）
　　（補正後）590,490千円　決算見込数（延べ：53,646人）

児童扶養手当費

　【 ひとり親家庭等支援事業 】
　【 こども課 】

△ 6,000 △ 2,000 △ 4,000 　支給対象者の減少に伴う決算見込額の減

　　（補正前）189,718千円　当初見込数（延べ：5,040人）
　　（補正後）183,718千円　決算見込数（延べ：4,983人）

児童福祉法第５１条による運営委託
料
　【 保育所運営委託事業 】
　【 こども課 】

△ 15,013 △ 9,574 18,165 △ 23,604 　私立保育園への入所児童数減少に伴う決算見込額の減

　　（補正前）281,191千円　当初見込数（延べ：3,263人）
　　（補正後）266,178千円　決算見込数（延べ：2,958人）

保育所運営費補助金

　【 保育所運営委託事業 】

　【 こども課 】

△ 3,004 △ 1,486 △ 1,518 　私立保育園への入所児童数減少及びすこやか保育支援事業の減少に伴
う決算見込額の減

　　（補正前）30,449千円
　　（補正後）27,445千円

非常勤職員賃金

　【 公立保育所運営事業 】

　【 こども課 】

△ 4,634 △ 4,634 　産休・育休代替や途中入所児童に対応して配置する非常勤保育士等の
雇用について，当初見込よりも雇用人数が少ないことによる減

　　（補正前）121,299千円　当初見込数（保育士等６７人）
　　（補正後）116,665千円　決算見込数（保育士等６４人）

公立保育園耐震診断事業

　【 公立保育所運営事業 】

　【 こども課 】

△ 5,649 △ 5,649 　中央及び純真保育園の耐震診断結果により，両園ともに国の定める耐
震基準を満たしていたため，耐震補強設計分の委託料を減額する。

　　（補正前）10,509千円
　　（補正後） 4,860千円

３ 民生費

-
1
0
-



（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は平成２６年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

（仮称）北条こども園建設事業

　【 こども園施設整備事業 】
　【 こども課 】

△ 12,960 △ 12,900 △ 60 　中央保育園の耐震診断結果を受け，北条幼稚園との「こども園化」に
ついて整備計画の見直しをするための皆減

コミュニティ医療推進基金積立金

　【 コミュニティ医療推進基金
　　　　　　　　　　　　管理事務 】
　【 健康課 】

3,203 3,203 　ふるさと納税寄附金（コミュニティ医療推進に関する事業分）を基金
に積み立てる。

　ふるさと納税寄附（平成２６年１１月～１２月分）

がん検診委託料

　【 がん検診事業 】

　【 健康課 】

△ 5,000 △ 1,153 △ 3,847 　各種がん検診について，当初見込み受診者数よりも実績見込みが減少
することに伴う委託料の減
　 ※ 主な減少項目：胃がん・乳がん・子宮がん 等
　
　　（補正前）52,999千円
　　（補正後）47,999千円

予防接種委託料

　【 予防接種事業 】

　【 健康課 】

△ 12,000 △ 12,000 　各種予防接種について，当初見込み接種者数よりも実績見込みが減少
することに伴う委託料の減
　 ※ 主な減少項目：子宮頸がん・日本脳炎・不活化ポリオ　等

　（補正前）121,073千円
　（補正後）109,073千円

水質検査等委託料

　【 公害対策事業 】
　【 環境課 】

△ 1,000 △ 1,000 　水質検査の採取箇所見直し及び検査種類の統合による決算見込額の減

　（補正前） 2,388千円
　（補正後） 1,388千円

ごみ再資源化事業委託料

　【 ごみ再資源化事業 】

　【 環境課 】

△ 3,300 △ 3,300 　ごみ再資源化事業における，各種委託契約の確定及び事業量の減少見
込みに伴う減

　１ プラスチック製容器包装処理業務委託料　▲ 2,000千円
　２ ペットボトル処理業務委託料　　　　　  ▲ 1,000千円 外
　　（補正前）133,994千円
　　（補正後）130,694千円

上水道費

　【 一部事務組合事務 】

　【 環境課 】

△ 17,806 △ 17,800 △ 6 １ 南房総広域水道企業団出資金　▲ 10,176千円
　　 水管橋耐震補強事業及び房総導水路施設緊急改築事業における
　　 契約額の減少に伴う出資金の減

２ 三芳水道企業団出資金　　　　▲　7,630千円
　　 水道管安全対策事業の一部事業中止などに伴う出資金の減

３ 民生費

４ 衛生費

-
1
1
-



（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は平成２６年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

平砂浦海岸活用事業

　【 平砂浦海岸活用事業 】
　【 プロモーションみなと課 】

△ 1,047 △ 1,047 　平砂浦海岸活用事業委託の事業費確定に伴う減

　（補正前） 8,393千円
　（補正後） 7,346千円

青年就農者確保育成給付金

　【 農業者育成事業 】
　【 農水産課 】

1,500 1,500 　国の第１次補正予算を活用し，平成２７年度給付予定の青年就農者確
保育成給付金（１名分）について，平成２６年度予算において前倒しの
給付を行う。

○ 農業用施設復旧支援補助金

　【 生産団体支援事業 】

　【 農水産課 】

16,859 8,430 8,429 　平成２６年１０月発生の台風１８号により被災した農業者への災害特
別支援について，千葉県の補正予算に対応し，平成２７年度交付予定分
についての前倒しの支援を行う。

　補助対象：農業用ハウスの再建築及び修繕費用
　補 助 率：１／３（県１／６ 市１／６）
　（補正前）12,333千円 ※ 平成２６年１２月議会
　（補正後）29,192千円

ため池等整備事業大正地区負担金

　【 土地改良事業 】
　【 農水産課 】

△ 6,191 △ 5,600 △ 591 　県が実施する大正堰改修事業について，事業費の減額に伴う負担金の
減

　（補正前）7,230千円
　（補正後）1,039千円

かんがい排水事業安房中央地区負担
金

　【 土地改良事業 】

　【 農水産課 】

2,004 1,200 804 　県が実施する安房中央ダム改修事業について，国の第１次補正予算に
伴い，平成２７年度工事の前倒し実施により，事業費が増額となったこ
とによる，市負担金の増

　（補正前）3,968千円
　（補正後）5,972千円

多面的機能支払交付金

　【 農地等保全管理支援事業 】

　【 農水産課 】

△ 1,945 △ 1,945 　国制度変更に伴い，市負担割合が減少したことに伴う減
　　※ 資源向上支払交付金（市負担割合４０％から２５％へ変更）

　（補正前）8,448千円
　（補正後）6,503千円

県営漁港整備事業

　【 漁港建設事業 】

　【 農水産課 】

△ 5,750 △ 1,150 △ 4,600 　県が実施する県営漁港維持補修工事について，一部事業取り止めに伴
う市負担額の減

　（補正前）6,250千円
　（補正後）  500千円

５ 労働費

６ 農林水
　 産業費

-
1
2
-



（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は平成２６年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

館山市温泉事業組合補助金

　【 観光振興事業 】

　【 商工観光課 】

△ 5,636 △ 5,636 　館山市温泉事業組合において，一部補助対象事業を取り止めたことに
よる補助額減

　（補正前） 8,498千円
　（補正後） 2,862千円

「“渚の駅”たてやま」駐車場整備
事業

　【 観光施設整備事業 】
　【 商工観光課 】

△ 98,292 △ 73,700 △ 24,592 　「“渚の駅”たてやま」臨時駐車場整備について，地権者（千葉県）
との協議の段階で，金額が折り合わず，用地の取得を断念したことによ
り，事業費の皆減を行う。

　（登記委託料，駐車場整備工事請負費，土地購入費，物件等補償費）

観光地魅力アップ整備事業補助金

　【 観光施設整備事業 】
　【 商工観光課 】

△ 10,000 △ 10,000 　民間事業者が整備する観光公衆トイレ改修に対する千葉県補助金につ
いて，県補助要綱改正に伴い，民間事業者への直接補助となったことに
よる減

観光プロモーション活動推進事業資
金貸付金

　【 観光プロモーション事業 】
　【 プロモーションみなと課 】

△ 1,182 △ 1,182 　観光プロモーション推進活動等を行うＮＰＯ団体等への無利子貸付に
ついて，事業費確定に伴う減

　　貸付団体：たてやま農都交流推進協議会
　　（補正前） 5,915千円
　　（補正後） 4,733千円

道路新設改良事業

　【 道路新設改良事業 】

　【 建設課 】

7,019 △ 5,000 14,100 △ 2,081 １ 道路新設改良工事　14,000千円
　　 市道２１１９号線外１線（那古・小原地内）道路改良工事にお
　　 いて，測量及び境界査定等に伴う計画見直しによる増

２ 土地購入費　　　▲ 6,981千円
　　 国の社会資本整備総合交付金における交付決定の減額に伴う，
　　 市道９０５２号線（二子地内）道路改良事業の減

橋梁整備事業

　【 橋梁整備事業 】
　【 建設課 】

15,140 7,706 7,000 434 １ 橋梁整備工事　　　　　　　　　20,000千円
　　 館山大橋橋梁補修工事（市道３０１６号線）において，補修箇
　　 所が増加したことによる増

２ 移設移転補償費・設計委託料　▲ 4,860千円
　　 不要となった移設補償費及び契約額確定による減

７ 商工費

８ 土木費

-
1
3
-



（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は平成２６年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

都市計画道路整備事業

　【 都市計画道路整備事業 】

　【 都市計画課 】

5,279 5,279 　都市計画道路整備事業における，土地購入費の増

１　都市計画道路船形館山線
　① 国の社会資本整備総合交付金の減額相当分　 ▲12,283千円
　② 市土地開発基金による先行取得買戻し分　　　　3,201千円

２　都市計画道路青柳大賀線
　① 市土地開発基金による先行取得買戻し分　　　 14,361千円

公園整備事業

　【 公園整備事業 】
　【 都市計画課 】

12,603 12,603 　都市計画道路船形館山線道路整備に伴い，市土地開発基金による先行
取得した根岸公園予定地の買戻し分

下水道事業特別会計繰出金

　【 下水道事業特別会計繰出事務 】
　【 下水道課 】

△ 14,021 △ 14,021 　公共下水道事業に係る下水道管渠築造工事請負費等の減額に伴う，一
般会計繰出金の減

　（補正前）446,369千円
　（補正後）432,348千円

安房郡市広域市町村圏事務組合常備
消防費負担金

　【 一部事務組合事務 】
　【 社会安全課 】

△ 29,799 △ 29,799 　安房郡市広域市町村圏事務組合常備消防に係る退職手当負担金の見直
しに伴う減額

　（補正前）　771,192千円
　（補正後）　741,393千円

○ 小中一貫校施設整備事業

　【 小中一貫校施設整備事業 】

　【 教育総務課 】

147,552 15,396 132,000 156 　国の第１次補正予算を活用し，房南地区小中一貫校整備工事を前倒し
実施することにより，早期の事業完了及び財政負担の軽減を図る。

　（全体事業費：1,294,334千円　平成２６年度～２８年度）

学校給食搬送業務委託料

　【 学校給食事業 】
　【 給食センター 】

△ 4,165 △ 4,165 　給食搬送業務委託料の事業費確定に伴う減

　（補正前）18,160千円
　（補正後）13,995千円

学校給食センター施設整備事業

　【 給食センター施設整備事業 】
　【 給食センター 】

△ 12,800 △ 12,800 　学校給食センター建替えに伴う，基本設計業務の契約額確定に伴う減

　（補正前）21,709千円
　（補正後） 8,909千円

10 教育費

８ 土木費

９ 消防費

-
1
4
-



（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

　※　事業名先頭の○印は平成２６年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

補正額

財 源 内 訳

説　　　　　　　明事　　　業款

フレフレ・たてやま応援基金積立金

　【 フレフレ・たてやま
　　　　　　　応援基金管理事務 】
　【 行革財政課 】

2,347 2,347 　　ふるさと納税寄附金を基金に積み立てる。

　　ふるさと納税寄附（平成２６年８月～１２月分）

13 諸支出金

-
1
5
-



Ⅱ　特別会計

（単位　千円）

国県
支出金

地方債 その他 一般財源

クレジット収納導入事業

　【 徴収事務 】
　【 納税課 】

△ 1,693 △ 1,693 　事業費確定に伴う，クレジット収納導入委託料の減
 
　（補正前）　2,936千円
　（補正後）　1,243千円

過年度療養給付費等負担金返還金

　【 過年度交付金等返還事務 】
　【 市民課 】

2,453 2,453 　前年度療養給付費等負担金の額の確定に伴う返還金

後期高齢者医療広域連合納付金

　【 後期高齢者医療
　 　　広域連合納付金支払事務 】
　【 市民課 】

△ 1,561 △ 1,561 　保険料の軽減額に対する保険基盤安定繰入金について，本年度の繰入
額が確定したことに伴う減

　（補正前）595,946千円
　（補正後）594,385千円

クレジット収納導入事業

　【 徴収事務 】
　【 納税課 】

△ 1,131 △ 1,131 　事業費確定に伴う，クレジット収納導入委託料の減
 
　（補正前）　2,100千円
　（補正後）　　969千円

水質検査等委託料

　【 鏡ケ浦クリーンセンター
　　　　　　　　　　　運営事業 】
　【 下水道課 】

△ 1,858 △ 1,858 　入札による事業費確定に伴う減

　（補正前）　4,029千円
　（補正後）　2,171千円

鏡ケ浦クリーンセンター維持管理業
務包括的民間委託料

　【 鏡ケ浦クリーンセンター
　　　　　　　　　　　運営事業 】
　【 下水道課 】

△ 3,379 △ 3,379 　入札による事業費確定に伴う減

　（補正前）93,559千円
　（補正後）90,180千円

公共下水道第２期整備事業

　【 下水道整備事業 】
　【 下水道課 】

△ 24,800 △ 17,740 △ 3,200 4,540 △ 8,400  公共下水道事業に係る下水道管渠築造工事請負費等の事業費確定に伴
う減

地方債利子償還金

　【 起債管理事務 】
　【 下水道課 】

△ 2,686 △ 2,686 　地方債借入額の減額に伴う利子償還金の減

 国民健康保
 険特別会計

 後期高齢
 者医療特
 別会計

 介護保険
 特別会計

 下水道事業
 特別会計

説　　　　　　　明

　※　事業名先頭の○印は平成２６年度新規事業　　事業欄の下段 【　】 内は，補正予算書における事業名

会計 事　　　業 補正額

財 源 内 訳

-
1
6
-
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